（様式１）
年　　月　　日　
東近江市能登川アリーナ及び東近江市能登川グラウンドネーミングライツ
取得申込書
東近江市長　小　椋　正　清　様
企業の所在地
企業の名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
　東近江市能登川アリーナ及び東近江市能登川グラウンドネーミングライツパートナー募集要項に基づき、下記のとおり申し込みます。
記
	企　業　名
	

	業種及び業務内容
	

	ネーミングライツ案
	

	契　約　期　間
	令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間）

	応　募　金　額
	１年当たり　　　　円（消費税及び地方消費税含む。）

	ネーミングライツパートナー応募に係る提案
	

	応　募　理　由
（期待される効果等）
	

	社会貢献活動の内容等
（スポーツ振興への取組）
	（任意様式での提出可）

	担当者連絡先

	所属部署
	

	
	職名及び氏名
	

	
	連絡先

	電話　　　　　　　　
FAX
E-mail


（様式２）

年　　月　　日
応募資格に関する自己申告書
東近江市長　小　椋　正　清　様
企業の所在地
企業の名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
　東近江市能登川アリーナ及び東近江市能登川グラウンドネーミングライツパートナーへの応募について、下記の応募資格を全て満たしていることを申告します。
　この申告書が事実と相違することが判明した場合には、東近江市が行う一切の措置について異議の申立てを行いません。
記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により、市における一般競争入札の参加を制限されている法人等ではありません。 

２　役員等（当該事項に参加しようとする者から市との取引上の一切の権限を委託された代理人を含む。以下「役員等」という。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員であると認められる者ではありません。
３　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下「暴力団」という。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者ではありません。 

４　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者の損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を使用するなどしたと認められる者ではありません。 

５　役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められる者ではありません。 

６　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者ではありません。 

７　本市の定める基準による指名停止又は入札参加停止措置を受けている法人等ではありません。
８　直近の１年間に国税又は地方税を滞納している法人等ではありません。 

９　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく更生又は再生手続を行っている法人等ではありません。
（様式３）

年　　月　　日
東近江市能登川アリーナ及び東近江市能登川グラウンドネーミングライツ
パートナー募集に係る質問書
	企業の名称
	

	所在地
	

	担当連絡先
	所属部署

	
	氏名

	
	電話
	FAX

	【質問内容】



送付先


東近江市文化スポーツ部スポーツ課


FAX　0748-24-5571


E-mail　sports@city.higashiomi.lg.jp














